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このたび市民から見た弁護士費用について論考を

書いてみました。是非山田先生の御意見をいただき

たくお送りします。

中学生や高校生といった食べ盛りの子どもとお寿

司を食べに行くことになったとしよう。親としての

懐具合の「不安」や「恐れ」を，いわゆる回転寿司

に行く場合と全品時価の高級寿司店に行く場合とで

比較すれば，それは明らかであろう。貧困層と境を

接する程度の所得しかない大学教授は，したがって

「安心」を求めて回転寿司へ行く。高級寿司店と回

転寿司とでの「不安」や「恐れ」の差は，単に回転

寿司の方が高級寿司店よりも価格が安いということ

だけに起因しているのではない。この点は，衣類を
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弁護士増員問題の発端は，そもそも市民の側

に，弁護士を，ひいては司法を利用しにくいと

いう不満が存在したことにある。これらの不満

を，仮に司法アクセスに関する問題と考えれば，

司法アクセスを阻害する要因は，弁護士数の不

足の問題だけではない。他の要因も総合的に考

える必要があるだろう。

そこで今回は，司法アクセスを阻害するその

他の要因のひとつとして，弁護士報酬の問題を

取り上げた。弁護士報酬に関する「高い」「わか

りづらい」という声は本当だろうか。市民と弁護

士をつなげるための対策をどのように考えたらい

いのだろうか。

弁護士を利用する利用者は，その反復性の点

から個人の場合と法人の場合とで大きく異なる。

そこで両者を分けて，それぞれの利用者側から

の声に弁護士側が答える形を取ってみた。また，

マスコミ界からの声や弁護士側の率直な意見も

さぐってみた。最後に，紛議調停という紛争現

場からの報告もお届けする。

市民から見た弁護士費用

山田正記先生へ
東京大学法学部教授　太田勝造
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買いに量販店に行く場合と高級ブティックに行く場

合に場面を入れ替えてみれば分かる。高級ブティッ

クに買い物に行くときは，どのくらいの予算を準備

するか心積もりができるので「不安」や「恐れ」を

強く感じるということはあまりないからである。

では，弁護士に委任して訴訟をする場合はどうで

あろうか。高級寿司店であろうか，高級ブティック

であろうか。いうまでもなく，訴訟利用経験のまだ

ない市民は，必ずや「不安」と「恐れ」を強く感じ

るであろうから，高級寿司店の方であろう。したが

って，多くの市民はかなり深刻な問題や紛争を抱え

ていても，弁護士に依頼して裁判を起こすには「た

めらい」を強く感じることになる。人間の行動を規

定する要因は，単に情報の中身だけではない。人間

行動に対しては，情報の質やあり方も大きな規定力

を有する。ここでの情報の質やあり方とは，価格情

報の不確実性である。弁護士費用がどれだけになる

か「皆目見当がつかない」という状況が，潜在的訴

訟利用者たる一般市民に対して大きな「不安」や

「恐れ」をもたらし，弁護士利用に対する「ためら

い」を惹起し，訴訟利用への阻害要因となっている。

以上の点は経済学の基本原理からも確認できる。

市場で創発する秩序状態がパレート最適という社会

的望ましさのひとつの必要条件を満たすためには，

市場が完全競争的でなくてはならない。市場が完全

競争的であるためには，たとえば，生産者と消費者

からなる市場参加者の誰も価格決定力を一切持って

いてはならず，いわゆる「プライス・テイカー」で

なくてはならない。そのような市場での需給の鬩ぎ

合い，すなわち，競業他者に勝つためにより安く提

供しようとする供給者同士の競争と，競争相手に勝

つためにより高く買おうとする消費者同士の競争の

相互作用たる市場によって決定される価格は，いわ

ば市場のすべての情報を反映したものとなる。いい

かえれば価格は市場の機能にとって決定的に重要な

集約情報なのである。したがって，価格がいくらか

についての不確実性がある場合には，市場参加者は

合理的な意思決定ができず，市場は効率性を達成で

きなくなる。弁護士サービス市場を観念すれば，弁

護士報酬という「価格」に不確実性が大きい，ない

し，潜在的需要者たる市民の観念において価格が不

確実であると思われているならば，効率的な価格形

成は期待できず，市民の側の合理的な弁護士利用，

ひいては合理的な訴訟利用ができなくなるというこ

とである。

法と経済学の抽象論はそれとして，では，現実は

どうなのであろうか。本当に人々は弁護士費用につ

いて「見当もつかず」，弁護士利用について「不安」

や「恐れ」を感じているのであろうか。文部科学省

の科学研究費補助金特定領域研究「法化社会にお

ける紛争処理と民事司法（民事紛争全国調査）」（領

域代表・村山眞維明治大学法学部教授，2003年度

～2008年度）で行った一般人に対する調査の結果

を見てみよう。一般人については2006年度に，全

国から層化ランダム抽出割当法（quota sampling）

による質問票調査で1000サンプルを蒐集している。

まず，裁判の費用に関する一般的イメージを次の

ような質問で尋ねた。「あなたの裁判に対するイメー
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ジはどのようなものですか。以下の点についてあて

はまる程度でお答えください。（1）あなたは「裁判

には費用がたくさんかかる」と思いますか。もっと

もあてはまるもの1つを選んでください。」回答は

「1．そうは思わない」から「5．そう思う」までの5

段階尺度を選択してもらった。これに対する回答の

集計が【表1】（Nは回答者数）である。以下の％に

ついては，5項目％ないし4項目％の数字を取り上

げる。

このように圧倒的大多数（約86％）が「裁判には

費用がたくさんかかる」というイメージを持ってい

る。ではより具体的に，裁判に関する費用の主要部

分を占める弁護士費用についてはどうであろうか。

裁判利用を考慮しなくてはならないような問題に直

面したとし，弁護士に依頼することになったとした

とき，弁護士を選ぶ上で弁護士費用はどの程度考慮

されるかを質問した。それが次の質問である。「あな

たが裁判を弁護士に依頼することになったとします。

その弁護士を選ぶ際に以下の事項についてどの程度

考慮しますか。あてはまる程度でお答えください。

それぞれにつき，もっともあてはまるもの1つを選ん

でください。」回答は，弁護士費用について「1．考

慮する」から「5．考慮しない」までの5段階尺度で

聞いた。その回答の集計結果が【表2】である。

このように圧倒的大多数（約91％）が弁護士の選

任にあたって弁護士費用を「考慮する」ないし「あ
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1． 考慮する 

2． ある程度考慮する 

3． どちらともいえない 

4． あまり考慮しない 

5． 考慮しない 

小計1 

わからない 

無回答 

小計2 

総合計 

N　 

545 

314 

73 

7 

6 

945 

52 

3 

55 

1000

％　 

54.5 

31.4 

7.3 

0.7 

0.6 

94.5 

5.2 

　0.3 

5.5 

100

5項目％ 

57.67 

33.23 

7.72 

0.74 

0.63 

100

弁護士を選ぶ際に考慮すること ・ 弁護士費用 

【表2】 

1． そうは思わない 

2． どちらかといえばそうは思わない 

3． どちらともいえない 

4． どちらかといえばそう思う 

5． そう思う 

小計1 

わからない 

無回答 

小計2 

総合計 

N　 

22 

30 

72 

393 

392 

909 

90 

1 

91 

1000

％　 

2.2 

3 

7.2 

39.3 

39.2 

90.9 

9 

　0.1 

9.1 

100

5項目％ 

2.42 

3.30 

7.92 

43.23 

43.12 

100

裁判に対する一般人のイメージ 

裁判には費用がたくさんかかる 

【表1】 



る程度考慮する」と答えている。

以上から，その圧倒的大多数が訴訟利用経験のな

い一般人は，裁判には多くの費用がかかるというイ

メージを持ち，弁護士選任にあたっては弁護士費用

を大きく考慮することが分かる。

では，一般市民は弁護士費用について，どの程度

具体的な知識を有しているのであろうか。知ってい

れば弁護士に弁護士費用について説明して欲しいと

は思わないであろうという想定の下に，「あなたが裁

判を弁護士に依頼することになったとします。あな

たはその弁護士に，以下の事項についてどの程度説

明してほしいですか。それぞれにつき，もっともあ

てはまるもの1つを選んでください。」との質問をし

た。回答は，「1．よく説明してほしい」から「5．説

明してくれなくてよい」までの5段階尺度を選んで

もらった。その回答の集計が【表3】である。

このように，圧倒的大多数（約99％）が「よく説

明してほしい」または「ある程度は説明してほしい」

と回答している。これを裏返せば，弁護士報酬につ

いての具体的知識が人々には欠如していることが推

測される。だからこそ弁護士には報酬について説明

を求めているのである。

この民事裁判利用者の調査の一環として，予備的

に民事裁判経験者に面接調査を行った。その際に耳

にする苦情として，「弁護士さんに依頼した際には，

弁護士費用は紛争対象の利益額で決まるといわれた

のに，他の裁判所などへ出張するたびに，旅費は別

だとして逐次請求された上に，明細を見ると電車の

グリーン車料金や航空機のビジネスクラス料金を当

たり前のように請求していた」というものがあった。

弁護士の中には，そのような請求はしないという方

も散見されたことも事実である。いずれにせよ，こ

れらの逸話から浮かび上がるのは，裁判費用，弁護

士費用一般，そして弁護士費用の内訳などについて

一般人は事前には知識がないということである。こ

の点を確かめるために，裁判に関する費用の知識を

以下の形で質問した。

「裁判にかかるお金を弁護士に支払うときの，以下の

内訳項目についてご存知ですか。以下の事項につい

てお答えください。

（1）弁護士費用と裁判所に納める費用の区別（もっ

ともあてはまるもの1つを選んでください）。
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1． よく説明してほしい 

2． ある程度は説明してほしい 

3． どちらともいえない 

4． あまり説明してくれなくてよい 

5． 説明してくれなくてよい 

小計1 

わからない 

無回答 

小計2 

総合計 

N　 

831 

129 

9 

3 

1 

973 

26 

1 

27 

1000

％　 

83.1 

12.9 

0.9 

0.3 

0.1 

97.3 

2.6 

0.1 

2.7 

100

5項目％ 

85.41 

13.26 

0.92 

0.31 

0.10 

100

弁護士にどの程度説明してほしいか ： 弁護士費用 

【表3】 
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1 よく知っている 3 あまり知らない

2 知っている 4 知らない

（2）弁護士報酬と弁護士実費の区別（もっともあて

はまるもの1つを選んでください）。

1 よく知っている 3 あまり知らない

2 知っている 4 知らない

この質問に対する回答の集計が【表4】【表5】で

ある。

まず，弁護士費用と裁判所に納める費用の区別に

ついてはこのように，圧倒的多数の3人に2人は

「知らない」のであり，「あまり知らない」も含める

と約92％に上る。逆に言えば，知っているのは約

8％でしかない。また，弁護士報酬と弁護士実費の

区別についても約63％の者が「知らない」のであ

り，「あまり知らない」も含めると約90％に上る。

逆に言えば知っているのは約10％でしかない。

このように見てくると，先の法と経済学からの示

唆にあるように，弁護士報酬をめぐる人々の知識は

きわめて不完全であり，弁護士報酬という「価格」

に不確実性が大きい，ないし，価格が不確実であ

ると思われているのであり，市民の側の合理的な弁

護士利用，ひいては合理的な訴訟利用ができないと

いうのが現状であると結論せざるを得ないことが分

かる。

このことから政策的な指摘をすることができる。

すなわち，（1）弁護士は，弁護士報酬と裁判にかか

る費用について潜在的利用者たる市民に対して分か

りやすい形で広報する必要があること，（2）法律事

務所を訪れた市民に対しては初めに，親切丁寧に分

かりやすく弁護士報酬と裁判にかかる費用について

説明する必要がある，という規範的な提言ができる

であろう。

1． よく知っている 

2．  知っている 

3． あまり知らない 

4． 知らない 

小計 

無回答 

総合計 

N　 

9 

71 

251 

666 

997 

3 

　1000

％　 

0.9 

7.1 

25.1 

66.6 

99.7 

0.3 

100

4項目％ 

0.90 

7.12 

25.18 

66.80 

100

裁判にかかるお金を弁護士に支払う際の内訳項目の認知度 

弁護士費用と裁判所に納める費用の区別 

【表4】 

1． よく知っている 

2．  知っている 

3． あまり知らない 

4． 知らない 

小計 

無回答 

総合計 

N　 

14 

88 

264 

633 

999 

1 

1000

％　 

1.4 

8.8 

26.4 

63.3 

99.9 

0.1 

100

4項目％ 

1.40 

8.81 

26.43 

63.36 

100

裁判にかかるお金を弁護士に支払う際の内訳項目の認知度 

弁護士報酬と弁護士実費の区別 

【表5】 
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これは単に法と経済学に基づく市場の効率化のた

めの要請というだけではなく，市民の側の具体的要

望でもある。一般市民に対して以下の質問をした。

「あなたが裁判を弁護士に依頼することになったとし

ます。あなたはその弁護士に，以下の事項について

どの程度説明してほしいですか。それぞれにつき，

もっともあてはまるもの1つを選んでください。」と

して，弁護士費用と裁判所に納める費用の区別につ

いて，および，弁護士報酬と弁護士実費の区別につ

いて質問した。回答は，「1．よく説明してほしい」

から「5．説明してくれなくてよい」までの5段階尺

度で回答してもらった。その結果は【表6】【表7】

の通りとなっている。

このように，弁護士費用と裁判所に納める費用の

区別については約82％の市民が「よく説明してほし

い」と回答し，「ある程度は説明してほしい」と合わ

せると約98％に上る。また，弁護士報酬と弁護士実

費の区別についても約81％の市民が「よく説明して

ほしい」と回答し，「ある程度は説明してほしい」と

合わせると約97％に上っている。

以上をまとめると，これからの弁護士には，その

報酬の具体的内容や内訳，裁判にかかる費用につい

て市民一般に対して広報すること，法律事務所を訪

れた個々の市民に対してまず弁護士報酬の内容と内

訳について説明しておく必要があることが，法と経

済学からの規範的提言としても，市民の側の切実な

要望としても求められているのである。

1． よく説明してほしい 

2． ある程度は説明してほしい 

3． どちらともいえない 

4． あまり説明してくれなくてよい 

5． 説明してくれなくてよい 

小計1 

わからない 

無回答 

小計2 

総合計 

N　 

785 

161 

11 

3 

0 

960 

38 

2 

40 

1000

％　 

78.5 

16.1 

1.1 

0.3 

0 

96 

3.8 

0.2 

4 

100

5項目％ 

81.77 

16.77 

1.146 

0.31 

0.00 

100

弁護士にどの程度説明してほしいか 

弁護士費用と裁判所に納める費用の区別 

【表6】 

1． よく説明してほしい 

2． ある程度は説明してほしい 

3． どちらともいえない 

4． あまり説明してくれなくてよい 

5． 説明してくれなくてよい 

小計1 

わからない 

無回答 

小計2 

総合計 

N　 

774 

160 

17 

9 

0 

960 

38 

　2 

40 

1000

％　 

77.4 

16 

1.7 

0.9 

0 

96 

3.8 

0.2 

4 

100

5項目％ 

80.63 

16.67 

1.77 

0.94 

0.00 

100

弁護士にどの程度説明してほしいか 

弁護士報酬と弁護士実費の区別 

【表7】 
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市民から見た弁護士費用について

太田勝造教授へ答える
司法改革総合センター事務局長　山田正記（39期）

1-2

日弁連法務研究財団の「法曹の質研究会」で

日頃太田先生から貴重なアドバイスを受けてい

るものとしては，「市民から見た弁護士費用」に

ついての太田先生のご指摘は誠にごもっともで

あると思います。

平成17年4月1日から施行されている「弁護

士職務基本規程」によれば，「弁護士は，事件を

受任するに当たり，依頼者から得た情報に基づ

き，事件の見通し，処理の方法並びに弁護士報

酬及び費用について，適切な説明をしなければ

ならない。」と定めています（29条1項）。それ

ゆえ，太田先生がご指摘されるように，圧倒的

多数の市民が，弁護士報酬と裁判所に納める費

用の区別や弁護士報酬と弁護士実費の区別につ

いて説明してほしいという要望が強いというこ

とは，弁護士の市民に対する説明がいまだ不十

分であるということの証になるでしょう。

市民にとっては，日常生活において何か問題

が生じた際に，それが一体法律問題なのか否か，

仮に法律問題だとしてもそれを誰に相談したら

良いのか悩むところだと思います。法律問題に

ついて弁護士に相談することに慣れている企業

ならいざ知らず（もっとも企業も法律問題を弁

護士にではなく隣接法律専門職に相談している

ケースが多く存在している），市民にとってその

ような問題に直面する機会は，一生の間に数は

限られているでしょうから当然といえましょう。

日弁連弁護士業務総合推進センターが本年6

月に公表した「市民の法的ニーズ調査報告書」

によれば，法律相談センター（弁護士会法律相

談センターと日弁連交通事故相談センター）へ

の来訪者の内，事前に相談したものの相手先の

上位は，「家族・親戚」が39.1％，「友人・知人」

が36.4％，「無料法律相談」が30.3％，「市区町

村の相談窓口」が29.8％，「有料法律相談」が

17.6％の順となっています（多重回答）。また同

じ調査で，法律相談センターで法律相談をする

ことについてためらいを感じたかについての回答

では，ためらいを感じたものが43.9％にのぼっ

ており，その理由として，「費用が分からない」

が60.5％，「近づきにくい」が41.1％，「相談料

が高額」が26.3％，「話が難しそう」が23.4％と

なっています（多重回答）。これを見ても弁護士

費用が不透明で分かりにくいことが，市民の弁

護士へのアクセス障害の大きな理由になってい

ることが分かります。

現在弁護士報酬については，各弁護士が基本

的に自由に定めることができるようになってい

ますので，法律相談に来る人に十分な説明をし

ておかないと後々トラブルが生ずるもとにもなり

ましょう。また，太田先生がご指摘のように市

民が弁護士を選ぶ際に，90％以上の人が弁護士

費用を「考慮する」ないし「ある程度考慮する」

と答えていることからして，市民の最大関心事

に対し説明責任を果たすことは，弁護士の責務

といえましょう。

この場合適正な報酬はいくら位かということ

は事件の難易や相手方のあることで一概にはい

えませんが，日弁連の「アンケート調査にもと

づく市民のための弁護士報酬の目安」（2005年ア
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ンケート結果版）により例を示せば以下のとお

りです。

（1）離婚のケース

「夫の暴力などに耐えられないので離婚した

い。3歳の子どもが1人いるが自分が引き取り

たい。慰謝料として200万円を請求した。離

婚が成立し，慰謝料200万円の支払いを受け

た。子どもの親権も得たうえで，養育費として

毎月3万円の支払いを受けることになった。」

このケースでは，①離婚調停を受任するとき

の着手金は，20万円前後がアンケート回答の

43.9％，30万円前後が同じく42.9％。報酬金

は，30 万円前後が 42 . 9 ％，20 万円前後が

30.9％です。②離婚調停の不調後も引き続き離

婚訴訟を受任し，離婚が成立したときは，追加

着手金は，10万円前後が39.8％，0円が29.1％。

報酬金は，30万円前後が38.0％，20万円前後

が19.9％，40万円前後が19.3％です。③離婚訴

訟の段階から受任し，離婚が成立したときは，

着手金は，30万円前後が51.1％，20万円前後が

25.5％。報酬金は，30万円前後が38.5％，20万

円前後が21.7％です。

（2）個人破産のケース

「金融会社などの10社から総額で400万円

の負債（ただし，利息制限法で引き直す前）を

かかえている。個人破産を申立て，同時廃止後

に免責を得た。」

このケースでは，着手金30万円前後が52.4％，

20万円前後が35.7％。報酬金は，0円が66.8％，

20万円前後が15.3％です。

（3）労働事件のケース

「10年間勤務し，30万円の月給を得ていた

が，会社から懲戒解雇を受けたので懲戒解雇

無効を理由に地位保全の仮処分を提起した。

その結果，職場復帰を果たした。」

このケースでは，着手金は 30 万円前後が

45.2％，20万円前後が38.1％であり，報酬金

は，30 万円前後が 44 . 9 ％，50 万円前後が

35.6％です。

このように，弁護士の報酬の目安が日弁連か

ら出されていますので，これなども参考資料に

して，市民に対しためらいや不安を与えないよ

うにするための手立てを講ずる必要が個々の弁

護士に求められています。

司法改革は，社会のすみずみまで法の支配を

及ぼすことを目標にして，国民の司法参加，法

曹人口の増大，司法の制度的基盤の整備を基本

理念に掲げています。その担い手である弁護士

に対して，市民が法律相談をし，依頼をするこ

とにためらいや不安があるような現状は，早急

に改めなければなりません。市民のために，親

切な対応，的確な判断，適正な価格で迅速に行

動する弁護士こそが今求められている弁護士像

といえるのではないでしょうか。太田先生にお

かれましては，今後とも温かい目で弁護士を応

援していただきたいと願っています。

特
集

弁
護
士
報
酬
を
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る
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法人利用者から見た弁護士費用について，以下

考えている点を高中正彦先生にぜひお聞きしたいと

思います。

はじめに

法的なトラブルに直面したが，弁護士への依頼を

躊躇しなければならない，おそらく最大の理由は報

酬（料金）の分かりにくさである。断じて「高さ」で

はなく，それ以前の問題である。弁護士を頼みたい

が，いくらかかるか分からない，あるいは高そうだと

勝手に考えて頼めないとなるのは，個人だけでなく

法人企業も同じである。

中小企業であればあるほど
弁護士の敷居は高い

経団連会員企業のような，顧問弁護士や日常的に

相談できる弁護士がいて法務サービスの提供を受け

ているような企業は少数であり，中小企業であれば

あるほど，法律事務所の敷居は高い。

日本弁護士連合会が，本年2月27日に公表した

「中小企業の弁護士ニーズ全国調査報告書」によれ

ば，弁護士の利用経験がない中小企業は全体の

47.7 ％であるが，売上高 1億円以下の企業では

65.0％にのぼる。顧問弁護士・相談できる弁護士が

いないとの回答は全体で61.5％，売上高1億円以下

の企業では77.6％である。法的課題を弁護士に相談

しなかった理由として，「弁護士の問題とは思わなか

ったから（46.6％）」は別として，「料金がかかる，

分かりにくいから」との回答が全体でも3分の1強

（34.3 ％）を占めており，従業員10人以下では

39.3％もある。

なお，同報告書が，小規模企業の弁護士費用対策

について，日本司法支援センターや国の政策として

の小規模企業に対する支援として真剣に考えるべき

問題としていることは傾聴に値しよう。

報酬規定に代わるもの？

かつては，日弁連・各弁護士会が「弁護士の報酬

に関する標準を示す規定」を定め，弁護士は，所属

する弁護士会の定める「弁護士報酬会規」（東京弁護

士会）を参考に報酬を決めていたため，一応の目安

となるものがあった。しかし，平成16年4月1日の改

正弁護士法施行により，弁護士会のいわゆる報酬基

準が廃止され，弁護士は，依頼者との間において自

由に報酬を定めることとなった。

一方で，日弁連は「弁護士の報酬に関する規程」

を示し，弁護士は，弁護士の報酬の種類，金額，算

定方法，支払時期その他弁護士の報酬を算定するた

めの必要な事項を明示した報酬基準を作成し，事務

所に備え置くこととしている。しかし，あくまで「事

務所に備え置く」のであって，事務所を訪ねてみな

ければ，いくらかかるのかは分からない。法律事務所

の店頭に料金表を掲げろとは言わないが，これでは，

法律事務所の敷居を低くすることにはならない。

最近は，HPなどで報酬額を明示している事務所も

あるが，未だ少数派であり，内容も，かつての報酬

基準そのままである場合が多い。せめて初回相談料

法人利用者から見た弁護士費用

社団法人日本経済団体連合会経済第二本部長 阿部泰久

2-1



11LIBRA  Vol.8  No.12  2008/12

特
集

弁
護
士
報
酬
を
考
え
る

ぐらいは，それぞれの事務所が公表するようにしては

どうか。

なお，日弁連のHPでは，「弁護士の費用は，個々

の弁護士がその基準を定めることになっており，標

準小売価格というようなものはありません。」としな

がらも，アンケート結果をもとにした「弁護士報酬

の目安」を市民向け，中小企業向けに公表している。

しかし，2005年2月のアンケート調査の結果であり，

また，法律相談が 1時間1万円（59％），5000円

（35％）はまだよいとして，知的財産権事件の着手金

が 100万円（25％），200万円（25％），300万円

（24％）では，目安にもならないか，300万円を覚悟

しなければならないかのどちらかであろう。

ちなみに，東京弁護士会のHPでは，この日弁連

のHPを「参考にしてください。」としているだけで

ある。東京の弁護士の報酬は，全国平均より高いの

ではと感じているが，誤解であろうか。なお，ある地

方会のHPには，かつての報酬基準を，廃止されてい

ることを明記した上でそのまま掲げてある。これは，

単に昔はこうでしたというだけなのか，それとも，今

でもこれで通用しますよというつもりであろうか。

他の士業との比較では，司法書士会についても，

かつては報酬規定があり，弁護士会より1年ほど早

く廃止されている。現在，日本司法書士会連合会の

HPには，報酬は，各司法書士が自由に定めるとし

た上で，報酬アンケートの結果が掲載されている。

こちらのアンケート結果の方が，地域ごとに平均値

と高額者と低額者のそれぞれ10％の平均が示され

（随分と差があるのだが），また実施時期も今年1月と

新しいだけ，日弁連よりも親切に思える。

報酬体系の簡素化を

また，弁護士報酬の分かりにくさは，その「料金

体系」が複雑なことにも一因がある。

日弁連のHPには，弁護士費用の種類として，着手

金，報酬金，手数料，法律相談料，顧問料，日当，実費

などがあり，事件の内容（当事者間の争いの有無や

難易度の違い）によって，金額が異なるとした上で

「弁護士に依頼するときには，総額でどの程度の費用

が必要になるのか，よく確認するようにして下さい。」

とあるが，まさに，弁護士に初めて依頼する者にと

っては，一体全体いくらかかるのかは謎である。

とりわけ，訴訟に入るときの着手金，報酬金，日

当・実費の違いは，たとえは悪いが，高級クラブの

請求書を見ているようで理解に苦しむ。着手金，報

酬金は訴訟対象となる経済的利益や事案の難易度に

よってどう違うのか，そもそも訴訟に対して何人の

弁護士がどれだけの時間かかわるのか，あるいは一

審で決着がつきそうなのか，控訴審，上告審まで行

くことになるのか，やってみなければ分からないよう

なことでは，依頼者として不安に耐えられない。

もちろん事案の性格にもよるが，補助者も含めた

時間×従事者の質といったタイム・チャージ的な考

え方が，もっと普及してもよいのではないか。さら

に，定型的な事案については，一件当たりいくらと

いう定額制で割り切ることも必要なのではないか。

これらの方式が優れているとまで言い切る自信は

ないが，報酬体系をもう少し分かりやすくすること

を，弁護士会全体の課題として取り組んでもよいの

ではないか。
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日弁連弁護士制度改革推進本部事務局長　高中正彦（31期）

法人利用者から見た弁護士報酬について，阿部

泰久様のご意見を拝見いたしました。約30年前

に弁護士になったとき，先輩から，「弁護士は依

頼者からの報酬で生計を立てているが，その報酬

が非常に難しい」と言われたことがあります。ま

さにそのとおりで，今も，報酬額をいくらとする

か，どのように依頼者に説明して了解してもらう

かに腐心しています。

弁護士の敷居

阿部様は，中小企業であればあるほど弁護士の

敷居は高いとされ，法的なトラブルに直面した場

合に弁護士にアクセスすることを躊躇する最大の

原因は，弁護士報酬の「わかりにくさ」にあると

指摘されます。

弁護士は，自ら敷居を高くして特権的地位に

あぐらをかく考えはありませんが，確かに，日弁

連が2008年2月に公表した「中小企業の弁護士

ニーズ全国調査報告書」でも，中小企業が抱え

る法的問題について，弁護士が適切に対応しきれ

ていない現状が浮き彫りとなっています。「弁護

士の問題とは思わなかった」との理由をあげる者

が多いことは，弁護士側から発信する法情報の提

供が不十分であることに大きな原因があると思い

ます。弁護士会としては，中小企業を含めた市民

に対する法教育・法情報提供をさらに充実強化

し，弁護士にアクセスしやすいよう改善していく

方策を検討中です。これからの改善にご期待くだ

さい。

しかし，弁護士報酬の「わかりにくさ」につい

て，個々の弁護士や弁護士会が行っている今の情

報提供方法では，まだまだ中小企業の要望に応え

切っていないとのご指摘には，特効薬的な解決策

はなかなか見いだせていません。

報酬基準

2004年4月に「弁護士報酬基準規定」が廃止

され，弁護士は，それぞれの報酬基準を作成し

て，事務所に備え置くことが義務付けられまし

たが，大半の弁護士は，廃止された「報酬基準

規定」をそのまま自己の報酬基準として事務所

に備え置いているのが現状です。阿部様は，せ

めて初回法律相談料ぐらいは，事務所ごとに公

表することにしてはどうかとご提案ですが，その

「公表」手段がなかなか難しいのです。弁護士の

広告が2000年10月に自由化され，一部の弁護士

は，ホームページ等を充実させ，ご要望の初回

法律相談料も明示するようにしていますが，弁

護士の最大の広告手段は「口コミ」だとの意識

が依然根強いためか，全ての弁護士がホームペ

ージを作成するには至っていません。わが国が高

度 IT社会になっていることを考えると，弁護士

報酬を含む弁護士情報をインターネット等を通

じて広く企業・市民に提供するのだという意識

を高めていくことが必要だと思います。今弁護

士が急増し，若手の弁護士は，さまざまな業務

開拓の努力をしていますが，ご要望の弁護士報

酬情報の提供は，進んでいくものと期待してい

ます。
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弁護士会の広報

阿部様は，日弁連や東京弁護士会のホームペー

ジの実情をあげて，その不十分さの改善を求めて

おられますが，私も，基本的に賛成します。日弁

連は，「報酬基準規定」廃止後の情報提供手段とし

て，弁護士に対して典型的事案ごとの報酬アンケ

ート調査を行い，その結果を「市民のための弁護士

報酬ガイド」と「中小企業のための弁護士報酬の目

安」にまとめ弁護士会の窓口などで配布し，またホ

ームページにも掲載していますが，まだまだ広く周

知されていません。費用の問題がありますが，マス

コミを通じた情報提供なども積極的に活用すべき

ではないかと思います。なお，東京の弁護士と地方

の弁護士との間には報酬額の格差があるのではな

いかとのご指摘については，残念ながら，調査が

できていません。ただ，地域の特性に応じたきめ

細やかな報酬情報の提供が必要だとのお考えは，も

っともだと思います。今後アンケート調査の取り

方などを改善していきたいと思います。

報酬体系の簡素化

次に，阿部様は，多くの弁護士が採用している

着手金・報酬金・手数料・法律相談料・顧問料

などの「報酬体系」の複雑さを解消することをご

指摘され，タイム・チャージ的な考え方の普及，

定型的事案の定額化をご提案ですが，大いに参考

にしたいと思います。

タイム・チャージ方式は，東京などの大規模法律

事務所でかなり前から採用されていますが，大企業

は別として，中小企業の経営者はまだまだタイム・

チャージ方式による報酬請求になじんでいないと思

われること，弁護士の側にも，中小企業経営者に時

間単価○万円という請求をすることのためらいが

あることなどから，広く普及するに至っていません。

しかし，たとえば，訴状作成○円，準備書面1通作

成○円，陳述書1通作成○円，裁判所1回出廷○円

というように，算定根拠を細分化して積算するよう

な方法もあるでしょう。私は，一部の事件に現に採

用していますが，依頼者からはわかりやすいと言わ

れています。また，個人破産の申立て事件，債務整

理事件などについては，1件○円と定額化がかなり

進行していますが，法律事務処理の合理化を進めて

対象事件をさらに広げていくことも必要でしょう。

「経済的利益」を基礎とした着手金・報酬金の

算定方式は，多くの弁護士が採用するところです

が，実際には経済的利益の算定が難しいと感じて

います。阿部様は，「高級クラブの請求書」のよ

うだと嘆息されますが，事件の帰趨・見通しは，

弁護士も事の性質上なかなか断言できないので

す。しかし，依頼者に対して懇切丁寧に報酬の内

容等を説明することは別問題であり，弁護士は，

そのための努力を惜しむことがあってはならない

と思います。今まで以上に，それぞれの弁護士が

創意工夫をこらして独自のわかりやすい報酬基準

を作成し，依頼者に対して説明を尽くす努力がま

すます求められると考えます。

阿部様のご意見を大いに参考にして，弁護士報

酬に起因するアクセス障害をなくすための方策を

検討・実施し，中小企業を含む市民に身近で信頼

される弁護士を目指したいと思います。
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弁護士費用についての不確実性と高額請求への不

安が，民事訴訟などの利用を躊躇させてきたことは

間違いない。

まず解決しなければならないのは，不確実性の問

題だ。何と何にいくらで，結局何円かかりそうかと

いう見積もりを，弁護士がきちんと示すことが望ま

しいだろう。訴訟で得られそうな結果やその可能性

の程度も勘案し，依頼者は依頼すべきかを判断す

る。他の弁護士からも見積もりを徴して比較できれ

ば，なおいいだろう。事情変更は，生じた時点で見

積もりを修正していけばいい。

弁護士報酬のもう一つの問題は「高額不安」だ。

離婚事案で着手金と報酬金を合わせて50万円なら

ば，弁護士にとっては「安い」のかもしれない。し

かし，実家の支援を得られず，子どもを抱えて離婚

に踏み切る主婦にとって，50万円というお金は「高

い」と感じられるだろう。

自らもかつて依頼者となった経験があり，中年以

後にひとり頑張って司法試験をパスした女性弁護士

と，50万円は高いか，安いかと話し合ったことがあ

る。彼女はこう言った。「弁護士は，依頼者が一人

で抱えてきた悩みを肩代わりしてくれる存在にもな

れる。その対価としての50万円は，はたして高いと

ばかりいえるでしょうか」

それぞれの弁護士報酬の評価は，事件や人によっ

て違うのであろう。だが，以下ではあえて，弁護士

報酬は一般的に見て，高いのか安いのかを，考えて

いきたい。

弁護士と共通点も多い専門職である医師の場合

は，患者（市民）の支払い額と受け取る報酬額との

間に，医療保険制度というクッションがはさまる。

しかし弁護士報酬は支払う市民と受け取る弁護士が

直接に向き合う関係になるだけに，利害がぶつかる

場面も多くなる。

「司法を身近で利用しやすいものに」という司法

改革の建前を否定する人は少ないだろう。そして身

も蓋もなく言えば，ユーザーである市民の側にとっ

ては，弁護士報酬は低いほど，「司法は身近で利用

しやす」くなる。

しかし，弁護士の側からは，経費や自営業である

ことの不安定さ，仕事の質から，いまの弁護士報酬

の水準は決してそう高いものではない，と言いたく

なるだろう。

弁護士報酬を考えていくことは，結局，弁護士の

所得水準や暮らし向きはどの程度が社会的に「適

正」なのかを，皆で考え合うことにも帰着する。

仕事柄，比較的多くの弁護士とつきあってきた私

の感じは，「皆さん，殆ど例外なくある程度の余裕

はあるが，そんなに贅沢はしていないのではない

か」といったところだ。ただ，これは，印象にすぎ

ない。

客観的な所得水準比較の手がかりとして，厚生労

働省の「賃金構造基本統計調査」を見てみよう。平

成19年6月調査の職種別給与等の表が，ネットに

公開されている。

「弁護士」の欄を見ると，昨年6月の平均給与は

53万9500円，前年1年間の「年間賞与その他特別

給与額」は204万 3500円だ。6月給与を12倍し，

「年間賞与その他……」とを機械的に足して年間所

得とすれば，計851万7500円となる。

3 弁護士報酬への一考察
朝日新聞編集委員　藤森 研
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「そんなに低いの」と驚かれるかもしれない。こ

の調査は10人規模以上の事業所が対象だ。弁護士

といっても企業に雇われている人や，10人以上の法

律事務所の勤務弁護士らだけが対象になっている

のだろう。平均年齢は35歳，勤続平均は2.9年だ

った。

同じ調査で，「医師」について上記方式で「年間

所得」を計算すると，1104万1700円となる。勤務

医の平均である。調査対象者の平均年齢は40歳だ

った。同様に「電子計算機オペレーター」（平均年

齢34.8歳）は，年間所得351万 1900円。「自動車

外交販売員」（同35.2 歳）は440万 5400円。「理

容・美容師」（同28.5歳）は266万2900円。「大学

教授」（同56.5歳）は1122万2300円だった。

雇われた場合，同世代のセールスマンやオペレー

ターに比べると約2倍の所得水準だ。弁護士は高度

に専門的な能力を持ち，資格を得るまで時間的，経

済的な投資もしてきたのだから，この程度の所得を

得ても当然だという見方があろう。私もこの数字の

限りでは，そちらの考えに傾く。

弁護士全体ではどうか。「弁護士白書」2006年版

によれば，弁護士所得の中央値平均は1632万円だ

という。所得の倍ほどの収入から経費を差し引いた

ものだ。経費との関係で1632万円が実態そのまま

か，には疑問も残るが，ともあれ，1632万円という

年間所得額を，改めて先の「賃金構造基本統計調

査」の各職種と比べてみる。

今度はかなり高い感じがしてくる。弁護士の一部

高所得層に目を向けると，いっそうその感が募る。

同白書によれば，1週間の平均就労時間が80時間

以上の弁護士の7.4パーセントは，所得が5000万円

以上だった。週80時間労働というのもすごいが，弁

護士の中には市民感覚を超えた一部富裕層がいる。

経済的には割の良くない仕事に黙々と従事する弁護

士がいる一方，プロボノに無関心で金儲け一筋とい

った弁護士が「優秀弁護士」などともてはやされる

のは，美しい図ではない。せめて公的活動への金銭

負担をもっと引き受けてもらうなど，弁護士内格差

の是正の工夫は進めてよいのではないだろうか。

ただ，問題の一番の焦点は，平均的な1632万円

という弁護士の所得水準を，どう見るかであろう。

格差や貧困が社会的問題になっている今，この水

準はやはり相当に恵まれている，と見られよう。維

持しなければならない水準だとは言えまい。

いま，法曹人口増の弊害を叫ぶ声が高まってきて

いる。これに対して元司法制度改革審議会会長の佐

藤幸治氏は，こう語っていた（2007年11月17日・

朝日新聞）。

「『就職難が進む』という指摘は，従来の弁護士

のイメージにとらわれすぎだ。増員が弁護士の生活

に影響することは避けられないが，一方で過疎地や

公設事務所などでの需要は増えている面もある。こ

こは『新しい弁護士像』はいかにあるべきかの観点

で考えたい」

この意見は，弁護士の従来の報酬水準，さらには

所得水準を守りたいと考え，法曹増による競争の強

まりを嫌う人たちに対しても，当てはまる呼びかけ

のように思われる。社会や司法を市民本位に変えて

いこうとする大きな流れの中で，佐藤氏の考えに賛

成する市民は少なくないだろう。
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法律相談料

司会：今回は，弁護士の報酬そのものについて，忌憚

のない意見をうかがえたらと思います。まずは，一般

的な法律相談料については，いかがでしょうか。

A：私の事務所の法律相談料は，30分で消費税込み

5250円です。

B：私も同じです。廃止された弁護士会の報酬規定

がその額でしたから，多くの事務所が，そのままその

額を踏襲していると思います。

司会：では，多くの事務所が採用している30分で

5250円という法律相談料は，高いと思われますか，安

いと思われますか。

C：私の知り合いの弁護士は，法律相談は無料にし

ていると言っていましたから，そんな弁護士と比べら

れたら，高いということになるのでしょうか。

D：無料にして，ペイするのでしょうか？

C：法律相談だけで終わってしまえば，ペイはしない

でしょうが，「相談は無料」と表示すれば，市民は，

気軽に相談にでかけ，相談にくる市民が増えれば，

受任事件も増え，受任事件が増えれば報酬を期待で

きます。というわけで，報酬率の高い受任事件を増

やすための集客効果をねらったもので，それなりに計

算された方法だと思います。

A：法律相談だけで終われば，市民にとってはお得

ですが，結局，事件を依頼することになれば，それ

までの法律相談料も加味して，事件の着手金を決め

るのが通常でしょうから，有料の法律相談の場合と

変わりはないと思います。

E：利用者からみれば，安ければ安いほどいいのは当

たり前でしょう。でも，私は，金銭や人生にかかわ

る問題を解決するための糸口となる法的な助言を受

けられることを考えれば，30分の法律相談料が5250

円というのは，決して高くはないと思います。

A：自分で，本を買って勉強したとしても，30分

5250円では済みませんからね。純粋な時間給として

みても，安いと思います。

F：私も，20分で3000円～5000円もする占い師の

鑑定料と比べたら，安いと思います。占いの鑑定料

が高すぎるという話は聞きませんよね。

G：占いは，はじめから信じている人が行くからでは

ないですか。法律相談だって，信じている弁護士なら，

たとえ30分1万円だって高いとは思わないのでは？

F：以前，広報委員会市民交流部会の市民メンバーの

一人が，自分の満足のいく回答が得られた場合には，

高いとは思わないが，納得のいく回答が得られなか

った場合には高いと思うと，話しておられました。

国選弁護報酬

司会：それでは，次に具体的な事件処理を受任する場

合の報酬についてお聞きします。まずは，刑事事件の

弁護士の報酬基準を示した弁護士会の報酬規定

は平成16年に廃止され，それに伴い弁護士は必ず

報酬に関する基準を事務所に備えつけることが義務

づけられた。そのため報酬について全く見当がつか

ないということはない。しかし弁護士報酬について

は，高額であるとか，基準が明確でない等の批判を

いまだよく耳にする。そこで，弁護士報酬について，

当の弁護士自身はどう考えているのか，28期から

57期までの会員9人に意見を聞いてみた。

（構成：石黒 清子）

4 弁護士報酬についてホンネで語る
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場合，報酬基準が明示されている国選弁護制度があり

ますので，この点についてご意見をうかがわせてくだ

さい。

H：公判期日1回の地裁単独事件で，公判前整理手

続がないもので，報酬が8万2800円。その額だけを

聞くと，高いと思われがちですが，事件処理のため

に弁護士が費やす時間を考えれば，国選弁護の報酬

は，異常に低額だと思います。

I：私が先日担当した国選弁護事件の報酬は，交通

費を除く出張旅費込みという計算で約14万6000円

でした。起訴事件に続いて次々と3件が追起訴され

た住居侵入窃盗等の事案でしたが，被告人は，立川

駅から徒歩20分のところにある警視庁多摩分室に勾

留されていました。この事件処理のため，私は，4回

の裁判期日，検察庁八王子支部への記録の閲覧謄写，

警視庁多摩分室への接見に，それぞれ往復3時間，

共同正犯裁判事例の調査，被害者複数に対する示談

交渉，送金手続，情状証人との打ち合わせ，弁論要

旨作成等計52時間を使いました。これを時給に換算

すると2800円にすぎません。これでは，国選弁護を

やっていては，事務所も維持できません。

H：そうです。独立して事務所を構え，業務を行っ

ている通常の自営の弁護士の場合，弁護士業務を行

うために最低限必要な経費，すなわち，事務所の家

賃や光熱費等の維持費，コピー・FAX・電話，パソ

コン等のリース料，事務所員の人件費，社会保険料

等も見込んだうえで，報酬設定がなされなければ，

そもそも業として成り立たず，やってはいけないこと

になってしまいます。時給2800円では，純粋な労働

の対価部分は，最低賃金にもみたないどころか，ゼ

ロとなってしまいます。

B：弁護士に犠牲を課すような報酬設定が，国の制

度として容認されていること自体問題だと思います。

H： 2007年8月23日の日弁連意見書でも，「適切な

弁護報酬」とは，弁護人が弁護士として事務所経営を

維持しながら，適正な弁護活動を行うために必要と

される報酬であり，最低限の経費として時給換算で

8313円（2006年弁護士センサス集計結果），経営を

維持するために必要な収入時間単価として1万5202

円（同）が必要だとしています。

家事事件の報酬

I：家事事件の報酬も異常に低いと思います。

F：そうですね。私が法テラスで受けた横浜の家庭裁

判所での養育費と慰謝料の請求事件は，相手方が何

度か無断欠席をしたため，半年間，1回につき，往復

最低3時間を要する6回の調停期日を要したものの，

結局不調に終わった事件でしたが，着手金は消費税

込みで12万6000円にすぎませんでした。依頼者との

打ち合わせや相手方との期日間交渉，裁判所へ提出

する書類のほか，法テラスに提出しなければならない

書類の作成時間も加算されることを考えると，刑事

国選事件と同様，とてもペイしない仕事と言わざる

を得ません。

G：でも，法テラスの仕事は，本当に困っている人

を助けるやりがいがある仕事だと私は思います。

F：私も，やりがいのある仕事だとは思っています。

だからこそ，決して依頼者や法テラスの担当者に文

句を言ったりはしませんが，制度として考えると，弁

護士の善意や犠牲に，そもそも期待するようなもの

であってはいけないと思うのです。

司会：今の話ですが，法テラスの事件だから報酬が低

いのですか。それとも，家事事件の報酬は一般に低い

のでしょうか？

E：一般に低いと思います。たとえば，かつての弁護
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士会の報酬規定でも，財産分与等の離婚給付を含ま

ない純粋な離婚の交渉・調停事件の着手金や報酬金

は，それぞれ30万円とされていました。家事事件の

特性として，弁護士には，依頼者に対する法的な助

言だけでなく，カウンセラー的要素も求められること

や，解決に要する時間を考えると，一般の民事事件

に比べ，かなり低いと思います。

司会：弁護士会の報酬規定でも低かったのには，何か

理由があるのでしょうか？

F：かつては，弁護士の中でも，家事事件は，誰でも

簡単にできると思われていたのではないでしょうか。

しかし，家事事件は，社会の構成要素の基本をなす

家族関係を規律するものであり，他の法律関係に与

える影響が大きいだけでなく，専門性を要する特殊

な分野ですから，家事事件を取り扱う弁護士の業務

にもそれなりの評価が与えられるべきだと考えます。

司会：しかし，離婚事件の着手金や報酬金がそれぞれ

30万円というのは，幼い子どもをかかえて離婚しよう

とする専業主婦の妻の立場からすると，むしろ，高す

ぎるという声が聞かれますが，どうでしょうか？

H：エンゲージリングや結納に，100万円もかけたり

していることを考えれば，離婚のための弁護士報酬

が，それくらいだとしても高いとは思いません。

I：結婚や離婚は，人の人生を大きく左右する重大な

選択の一つです。それに疑問を差し挟む方はおられ

ないでしょう。離婚事件を依頼に来られる方は，まさ

にこの結婚という重大な選択を，そうだと知りつつ，

自らの意思で行ったわけです。ですから，その自らの

重大な結婚という選択に誤りがあった場合に，それを

正すために，言い換えれば，その後の人生を再び変

えるために，弁護士に依頼する離婚事件の報酬がそ

れなりの額になるのは仕方のないことだと思います。

H：離婚後の時間，人生を，いくらで手に入れるか

という話ですよね。しかし，現実の支払能力を考え

て，弁護士報酬は，むしろ一般の民事事件よりも低

額なラインに押さえられていると思います。

民事事件の報酬

司会：民事事件の報酬はどうでしょうか？

E：かつての弁護士会の報酬規定も，現在の各事務

所備えつけの報酬規定でも，依頼者の受ける経済的

利益の額に応じて，一定の割合で報酬が定められて

いるというのが一般的でしょう。

B：弁護士は，それを踏まえて，依頼者に，事件の

見通しと費用対効果を説明し，報酬等，費用の支払

いが困難な場合には，報酬等を立て替え払いしてく

れる法テラスを紹介しています。

司会：そうであれば，報酬額は明確に決まるはずです

が，市民からは，弁護士の報酬がいくらになるかわか

らないので不安だという声をよく聞きます。これは，

どういうことでしょうか？

B：たとえば，交通事故の損害賠償請求事件や遺産

分割事件などでは，受任したばかりの段階では，損

害額や遺産総額が明確になっておらず，経済的利益

の額がはっきりしないため，報酬規定があっても，た

だちに報酬額を明示できないということがよくありま

す。そんなときは，経済的利益の額がはっきりした

段階で，報酬額を改めて決めましょうとしてしまう

こともあります。

司会：それで仕事を進めてしまって，トラブルにはな

りませんか？

B：これまで，弁護士の依頼者は，通常，かつての依

頼者とか知人とか，とにかく自分の知り合いの紹介で

最高裁判所長官 

最高裁判所判事 

東京高等裁判所長官 

その他の高等裁判所長官 

判事1号 

判事2号 

判事3号 

判事4号・簡易裁判所判事1号 

判事5号・簡易裁判所判事2号 

区　　分 年収額（円） 区　　分 年収額（円） 区　　分 年収額（円） 

39,674,880 
28,964,040 
27,724,200 
25,692,240 
23,178,120 
20,405,699 
19,045,320 
16,135,139 
13,948,200

判事6号・簡易裁判所判事3号 

判事7号・簡易裁判所判事4号 

判事8号 

簡易裁判所判事5号 

判事補1号・簡易裁判所判事6号 

判事補2号・簡易裁判所判事7号 

判事補3号・簡易裁判所判事8号 

判事補4号・簡易裁判所判事9号 

12,553,379 
11,330,760 
10,211,459 
9,353,090 
8,979,116 
8,253,836 
7,486,521 
7,002,272 

 

判事補5号・簡易裁判所判事10号 

判事補6号・簡易裁判所判事11号 

判事補7号・簡易裁判所判事12号 

判事補8号・簡易裁判所判事13号 

判事補9号・簡易裁判所判事14号 

判事補10号・簡易裁判所判事15号 

判事補11号・簡易裁判所判事16号 

判事補12号・簡易裁判所判事17号 

6,402,740 
6,220,736 
6,010,455 
5,878,142 
5,561,371 
5,453,766 
5,229,891 
5,118,707

裁判官の年収一覧 
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来られる方がほとんどでしたから，最初から信頼関係

が築かれていたため，そのようなトラブルはめったに

ありませんでした。しかし，弁護士人口が増え，一見の

依頼者も増えてくると，依頼者はもちろん弁護士にと

っても，トラブルを避けるため，最初から報酬に関す

る事項を含んだ契約をかわしておくことが必要です。

弁護士報酬多寡の基準

司会：ここでは，一般論として，弁護士報酬の多寡を

考える基準について考えてみたいと思います。

C：弁護士報酬の多寡を決める基準は，やはり第一

に依頼者が受ける経済的利益の額であると思います。

経済法則からいって当然でしょう。

A：賛成です。しかし，だからといって，経済的利益

の額が低ければ，弁護士報酬もその割合に応じて単

純に安くなるというのはどうかと思います。かつての

弁護士会の報酬規定もそうでしたが，現在の私の事

務所の報酬規定では，事件を受任する際の着手金は，

10万円を最低額と定めています。

H：でも，たとえば，10万円の貸金返還請求事件に，

着手金として10万円，報酬金として10万円を弁護士

に支払う市民はいないでしょう。市民からすれば，こ

の弁護士報酬は，高すぎるということになりますよね。

F：確かにそうですが，それが法外な請求でしょう

か。1000万円の請求でも，10万円の請求でも，さら

にいえば，1万円の請求でも，貸金返還請求事件にお

いて，弁護士がする業務内容に差異はありません。

その点を考えますと，弁護士が最低基準を設けるの

は当然だと思いますし，着手金の最低金額が10万円

というのは，むしろ良心的とさえ思えます。依頼者

にしてみれば，経済的利益の額が低い事件ほど，弁

護士報酬が高いと感じるのも無理はないと思います

が，弁護士にもこのような事情があるわけです。

C：確かアメリカでは，事件の経済的利益の額のおよ

そ30～40％が弁護士の報酬だと聞いています。それと

比べたら，日本の弁護士の報酬は低い方だと思います。

司会：ではなぜ，日本でも，弁護士報酬が高いと市民

から言われるのでしょうか？

I：知的労働に対する無理解や無形のサービスに対す

る評価の低さに起因しているのではないでしょうか。

H：100円ショップも繁盛しているようですから一概

には言えませんが，昨今の物価，たとえば，サラリー

マンが接待でバーに行ったときに使う費用―座って

3000円・2時間で1万円とか，若い女性が身につけ

ている10万円や20万円はザラというバッグや装身具

の値段，新幹線や飛行機代，旅館の宿泊費，一粒300

円のチョコレート等，それらの店にそれなりに行列が

できていることを思えば，日本の弁護士報酬が高い

とは思えません。

B：一般論としては，そうでしょう。しかし，実際に

弁護士に依頼した人について言えば，私の経験では，

訴訟の結果に納得ができないと，弁護士報酬が高い

と感じ，納得できれば安い，もしくは，適正と感じ

ているのだと思います。

F：同感です。勝って当たり前という例外的事件は

除き，通常，弁護士に依頼するような事件は，互い

に言い分があり，訴訟でないと決着をつけられない

ような事件です。その場合，当事者はいずれも，自

分の言い分が通って当たり前だと思っています。し

かし，神様ではない，人間の裁判官が判断を下す以

上，実際の裁判では，証拠がないと勝てません。だ

からこそ，立証責任をはじめとした訴訟法上のルー

ルが存在し，われわれ弁護士という専門職も設けら

検事総長 

次長検事 

東京高等検察庁検事長 

その他の検事長 

検事1号 

検事2号 

検事3号 

検事4号 

区　　分 年収額（円） 区　　分 年収額（円） 区　　分 年収額（円） 

28,964,040 
23,677,499 
25,692,240 
23,677,499 
23,178,120 
20,405,699 
19,045,320 
16,135,139

検事5号 

検事6号 

検事7号 

検事8号 

検事9号 

検事10号 

検事11号 

検事12号 

13,948,200 
12,553,379 
11,330,760 
10,211,459 
8,979,116 
8,253,836 
7,486,521 
7,002,272

検事13号 

検事14号 

検事15号 

検事16号 

検事17号 

検事18号 

検事19号 

検事20号 

6,402,740 
6,220,736 
6,010,455 
5,878,142 
5,561,371 
5,453,766 
5,229,891 
5,118,707

検事の年収一覧 

（注）1  判事及び簡易裁判所判事の年収額は， 裁判官の報酬等に関する法律第15条の規定による特別のものに限り， 判事にあっては23,505,299円， 簡易裁判所判事にあっては19,045,320円とすることができる。 
（注）2  年収額の算定に当たっては， 報酬・俸給， 初任給調整手当及び一時金（期末手当， 勤勉手当及び期末特別手当）の合算額として試算した。 
 　　　　　　　　　　　　　　　   ――裁判官・検事の年間収入に関する2001年7月17日付政府答弁。 その後， 2度にわたる若干の裁判官報酬等減額や逆に大都市等の地域手当支給などの経緯あり ―― 
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れているわけです。それゆえ，われわれ弁護士は，証

拠をみながら，判決になったらどうなるかを考えつ

つ，和解の可能性も視野にいれて裁判を進め，依頼

者に助言しますが，そういった裁判の仕組みを理解

してもらえないために，得られた結果に満足してもら

えないことも少なくないように思います。結果に不満

が残れば，報酬を高いと感じるのも当然でしょう。

H：私は，弁護士の報酬は，一度に支払わなければ

ならないために，市民は高いと感じているのではない

かと思います。

D：最近では，「分割払いも可」としている事務所が

多いように思いますが。

I：法テラスでは，立て替え払いした弁護士報酬を，

依頼者から月額5000円から1万円ほどで，分割返済

を受けているようです。これなら，負担になるとは思

えません。

C：医師の治療費と比べると，保険制度が整備され

ていない点も高いと感じる理由の一つでしょう。健

康保険制度のおかげで，患者が医師に対して現実に

支払うお金は，実際の治療費の1～3割ですんでいま

す。そのため，市民が，治療費を高いと感じること

はありませんが，弁護士の場合，保険制度がなく，

全額の請求を一度に受けるため，どうしても高く感

じてしまいます。

A：それゆえ，日弁連では，依頼者の負担が少なく

なるよう，現在，被保険者やその家族が万一の事故

や被害にあって損害賠償を請求する場合，弁護士費

用が保険金から支払われるという権利保護保険の整

備と宣伝を進めています。

弁護士の所得

司会：日本における弁護士の年収の高さから，適正な

弁護士報酬を議論する意見もありますが，これについ

てはどう思われますか？

B：ある職業集団の平均年収を他の業種や社会一般

の実情等と比較するにしても，報酬は，個別・具体

的な事情によって千差万別に決まるものであること

を考えると，それが「適正」かどうかを，誰がどのよ

うに判断するというのでしょうか。

C：そもそも，弁護士の年収が高いということ自体，

疑問です。なぜ，そういえるんですか？

司会：日弁連発行の「弁護士白書」2006年版による

と，弁護士所得の平均値は1632万円です。これを他の

職業と比較すれば，やはり高額なのではありませんか？

C：弁護士白書の統計結果自体，実体を反映したも

のではありません。そのデータを導き出すのに使用し

たアンケート調査の回答率は，2割程度だったと聞い

ています。いくら無記名だとはいっても，低収入の

弁護士ほど，恥ずかしくて，このような調査には答

えられません。私もその一人です。

A：確かに，周りにこれだけの所得のある弁護士な

んて，あまりいないんじゃないですか。

H：仮に，弁護士が平均して1600万円程度の所得を

得ているとしても，同じ法曹界に身を置き，司法の

一翼を担う検事や裁判官の生涯賃金と比べ，決して

高すぎるということはないと思います。確かに，転勤

という負担は割り引かないといけないかもしれません

が，官舎の入居費用は民間と比べて比較にならない

ほど安くなっており，実質所得で比べれば，やはり

遜色ないものと感じます。

D：仮に，弁護士が平均して1600万円程度の所得を

得ているとしても，これだけの所得は恵まれ過ぎてい

るから，弁護士報酬を安くしろというのはどうかと

思います。同じ法曹界に入った検察官や裁判官はも

ちろん，医者や会社役員，一流企業のサラリーマン等
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になった高校や大学時代の同級生と比べても，弁護

士の収入だけが突出して多いとは思えないのです。

I：多くが自営の弁護士である以上，比較の対象は，

コンサルタント等を行っている独立系業者であるべ

きだと思いますが，そういった観点からみると，日本

には，適切な比較対象がないように思われます。

H：私も，同程度の教育を受けた労働者や実業家の年

収と比較するのならばともかく，全労働者の年収と比

べ，弁護士の年収・所得が多いことを問題にして，弁

護士の報酬を安くしろと言われてもなあと思います。

G：多くの所得を得ている弁護士ほど，労働時間も

多いというのが私の印象です。先ほどの話にも出て

いましたが，所得の多い弁護士も，時間給に直した

ら，他の一般の職種とそれほど変わりはないのでは

ないでしょうか。

D：そもそも，商品の価格は，その商品の性能・品

質やブランド力，原材料価格や需給バランスといっ

た要因から，サービスの対価は，サービスの内容や

需給バランス等から，決まってくるものであり，決し

て，販売者の懐具合から逆算して決定されるもので

はないと考えます。確かに，弁護士の場合は，弁護

士法により，法律事務の独占という恩恵を受けてい

ますが，これは，専門職ゆえに与えられたものであ

り，それによって報酬を安くすべきという理屈にはな

らないと思います。

G：弁護士の使命の重大性を認識し，法的な専門知

識や経験という価値を高く評価したからこそ，弁護

士を専門職としたのでしょう。それにもかかわらず，

年収・所得を他の一般労働者と比較して報酬の多寡

を論じることは，弁護士業務に対し，理解がなさす

ぎると思います。

I：弁護士は，専門的知識を持ち，弁護士自治によ

って権力からも守られ，自由な活動が保証されてい

る専門職であるからこそ，依頼者も安心して事件を

依頼できます。そのために，それなりの報酬を支払

うのは当然でしょう。そうでなければ，弁護士は，資

格を得るのも大変，職についても心労ばかりが多く

て，収入も得られない魅力のない職業になってしま

います。まあそれはそれでいいのかもしれませんが，

理想論だけで人権の擁護と社会的正義の実現を期待

するのは難しいと思います。

司会：法曹人口増員論に対し，弁護士が反対するのは，

従来の年収・所得を守りたいからだとする批判の声に

対してはどう思いますか？

G：弁護士が，自分たちの報酬を守りたいから，弁

護士増員論に反対しているというのは全くの誤解だ

と思います。私は，そもそも，「弁護士人口が増加し

て競争が強まれば，淘汰され，市民は安くて良いサ

ービスが受けられるようになる」という図式自体に疑

問を持っています。弁護士が受任するのは，高度の

専門的知識を要する法律問題にかかわる案件です。

しかし，市民が，弁護士に事件を依頼することなん

て，一生に何度もあるものではありません。そんな市

民が，安くて良いサービスの受けられる弁護士かど

うかを，どうやって見分けることができるというので

しょうか。確かに，競争が強まれば淘汰は起こるで

しょうが，質の悪い弁護士が淘汰されるまでの実験

台にされる市民はたまったものではありません。法曹

人口の増員では，弁護士の報酬ではなく，質の維持

が問題視されているのです。

D：私は，たとえば「言論の自由を維持するために

は，再販制度を維持すべきである」との新聞社の主

張に賛成しています。これと「弁護士の質を維持す

るためには，弁護士に過度の競争を行わせるべきで

はない」という主張は，大差がないと思うのです。

司会：今日はいろいろとありがとうございました。



22 LIBRA  Vol.8  No.12  2008/12

特
集

弁
護
士
報
酬
を
考
え
る

1 紛議調停事件の申立

弁護士法及び会規・会則に基づき，弁護士と依頼

者との間で生ずる紛争を単位弁護士会が主宰する調

停によって解決するため，東京弁護士会でも紛議調

停委員会が設置され紛議調停制度が運用されている。

現在委員会では，17の部会（原則4人で構成）に分か

れて個別事案の調停を行う「部会制」をとっている。

事件の相手方となった会員は，毎月1回開かれる全体

委員会で配点されて各部会が具体的に担当すること

となった調停事件につき，原則として申立人と同一

期日に呼び出される。調停は，月1回程度のペースで

実施されている。最近数年の新件受理数は年間合計

100件程度であり，調停成立で終了するのはそのうち

の約半分で，他は不調（不成立）か取り下げとなる。

2 紛争のパターン

報酬に関する紛議調停の申立は，少なくとも全体

の三分の一程度を占める。内容としては，（敗訴した

から）「着手金の一部または全部を返せ」というもの

や，（勝訴した場合に）「成功報酬の定めが高すぎるの

で妥当な金額の調停を望む」とするものが多い。中に

は，敗訴したのは弁護士の責任だから「訴訟で求めた

金額と同額を弁護士が支払うべきである」と請求する

ものもある。こうなると報酬問題ではなく，弁護過誤

事件或いは敗訴に対しての言わば「罰金」である（当

然，多くの場合は不調となる）。

また，依頼者が弁護士から暴言を吐かれたとか，事務

所に何度電話しても連絡がとれずに困ったとか事件や

手続き（尋問や和解等）の説明や進め方が不足しまた

不十分なために不満を持ったとか，書類や預かり金を

渡してくれない等として，弁護士に対して謝罪や説明

等を求めるという理由で調停が申し立てられることが

ある。しかし結局は，弁護士報酬を減額して欲しい（敗

訴の場合は着手金の一部を返してもらいたい）という

内容を含む場合も多い。そのようにして，何らかの金

銭要求を伴う申立が全体の半分程度はあるようである。

3 紛議調停委員会の調停の方針

各部会では，原則として本人の出頭を求めるが代

理人の選任・出頭も可能である。一方，正当な理由

もなく答弁書を提出せず出頭もしないとなると，その

こと自体が会規違反として相手方会員に対する弁護

士会による綱紀事件の対象となりうることに留意が必

要である。実情として大多数の会員は，相手方となっ

た場合に誠実に委員会からの答弁書提出や出頭等の

指示に応じて頂いている。当然ながら紛議調停制度

は，弁護士の利益保護のためのものではないが，濫訴

的な申立（客観的な根拠が不十分な請求とか，繰り

返しの事例）や主観的・感情的で精神的に不安定な

申立人によるものなども相当数はある。委員会は，個

別案件毎に当事者の双方から事情をよく聴き書類等

の検討も行って妥当な審理を行うように努めている。

したがってその結果，会員の正当な弁護士活動を擁

護できる場合も多いと自負をしている。

4 弁護士報酬会規の廃止後の報酬問題

独禁法上の問題を経済界等から指摘されるなどし

て平成16年に当会の弁護士会報酬会規が廃止された

後，弁護士報酬について原則として公序良俗に反し

ない限りは当事者間の自由な取り決めをした内容で

有効と解されているように思われる。しかし最近の

申立事件で，報酬会規の存在していた時代の顧問料

5 紛争の現場から
紛議調停委員会副委員長　内田 智（42期）
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の定め（契約書では毎月40万円）を主張して，「預か

り金」の使用明細開示と返還を求めた申立人（個人

の依頼者）に対し，未払顧問料請求権（合計数千万

円に及ぶ額）による相殺を主張した会員がおられた。

その件は，受任者の報告義務や精算義務不遵守の点

からも報酬会規廃止後の分についても不当な主張で

あることが明らかであった。ときとして非常に高額の

弁護士報酬の定めをしておられる会員が存在すること

に，一委員として驚かされることがある。

その場合の「高額」の意味であるが，同業者である

委員から当該事件を概観した場合に，実際の処理の

難易度や証拠収集等を含めた手続き上の労力，専門

知識・特殊技術の必要性等種々の要素を踏まえても

明らかに「取りすぎ」と思われる場合があるというこ

とである（公序良俗に反して無効とまでは言えなくと

も）。また一般的な事件でも，法律相談料，仮処分事

件や関連事件の費用・報酬及び執行に要した報酬ま

でを含めると，紛争全体に対する弁護士報酬が依頼

者にとって大きすぎると感じられるケースもある。後

者の場合は，とくに事件全体に対する説明と依頼者

から十分に了解を取り付けているか否かが重要となっ

てくる。前者の場合に，依頼者と弁護士との信頼関

係が存在し依頼者に納得感が得られていれば，事なき

を得てそのまま通り過ぎていったかも知れない。しか

し訴訟の結果が当初の予想と異なり依頼者の「当て

が外れた」とか，前記のごとく弁護士側に暴言・連絡

ミス・書類不交付等の問題があるなど依頼者の不満

を引き金に一挙に問題が表面化する。そのような場

合，弁護士の品位を害する（綱紀・懲戒案件対象）

事案とまでは行かなくても，委員会側から常識的な見

解が披瀝されて調停委員会としての減額案を提示す

ることが普通である。仮に担当部会の委員間で，「高

額」か否か判断が分かれるようなケースでは，全体委

員会において数十名の委員に事案の概要を紹介した

うえで意見を求めることもある。そのようにして，紛

議調停では，申立人と相手方の各見解を単純に「足

して二で割る」式に運営しているものではなく，多く

の弁護士の叡智を結集して妥当な解決策を模索して

いることを，会員の皆様には知っておいて頂きたい。

5 永遠のテーマ

私は司法修習42期として20年前に修習をしたが，

当時も今も，そして今後とも，依頼者の法的紛争に

専門家として関与することで生活の糧を得ている弁護

士にとって究極かつ永遠のテーマが報酬の問題である

と思われる。弁護士が限られた貴重な時間を費やして

専門知識と習得した技術を駆使して依頼者のために

働くことで得る対価を，果たしてどのように定めるの

が社会的にみて妥当なのか。委員会に10年以上籍を

置いていると，反面教師としての事例（このような報

酬の頂き方をすると依頼者との間で紛議事案が起こ

る可能性が高いという失敗例）を多く知ることはでき

るが，それでは一体，どのようにして紛争が防げるか

という回答は必ずしも判然としない。

しかし紛議調停委員会における諸種の紛争事例か

ら抽出してみると，弁護士にとっての報酬問題の一定

の指針として次の点を指摘できよう。それは①法律の

専門家であっても「金銭感覚」について社会常識を探

求して客観的に妥当な水準を弁える努力，②依頼者

との「意思疎通」を意識して図ることに努める，そし

て③判断が難しいと感じるケースでは先輩や同僚弁護

士の意見も聴いてみる「慎重さ」（依頼者にとっては

「謙虚さ」に映ずる）ということである。依頼者との

間での非生産的な報酬の紛争を回避する上でそのよ

うな心がけが重要であるということができよう。
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